
財務費用 4¶263

臨時損失 69¶406
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] （控除）自己収入等

授業料収益 －1¶900¶134

入学料収益 －276¶904

検定料収益 －92¶220

受託研究等収益 －17¶842

受託事業等収益 －42¶594

寄附金収益 －37¶122

資産見返運営費交付金等戻入（授業料） －25¶768

資産見返寄附金戻入 －5¶109

財産貸付料 －18¶330

有価証券利息等 －1¶576

講習料収入 －17¶005

その他の雑益 －13¶082
EEEEEE

－2¶447¶692

業務費用合計 3¶745¶418

Ó 損益外減価償却等相当額 398¶199

損益外減価償却相当額 397¶076

損益外固定資産除却相当額 1¶123

Ô 引当外賞与増加見積額 5¶532

Õ 引当外退職給付増加見積額 －59¶862

Ö 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額され
た使用料による貸借取引の機会費用

10¶487

政府出資の機会費用 251¶246
EEEEEE

261¶733

× 国立大学法人等業務実施コスト 4¶351¶022
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（注１） 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の算

出方法は以下のとおりとしております。

・無償使用許可を受けている艇庫敷地については、港湾法37条第４項の規定に基づく滋賀県港湾

占用料徴収条例に規定の占用料単価を使用面積に乗じて算出された額を機会費用としていま

す。

・国より使用許可されている合同宿舎に入居の本学職員が負担する宿舎料金について、近隣地域

における賃貸借料の市場価格を参考に算出し、機会費用として計上しております。

（注２） 政府出資の機会費用の算出は、10年利付政府保証債の平成22年３月末利回りを参考に、

1•395％で計算しております。

（注３） 計上の引当外退職給付増加見込額には、国又は地方公共団体からの出向職員に係るコス

ト（92¶385千円）を含んでおります。

注 記 事 項
（重要な会計方針）
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
原則として、期間進行基準を採用しております。
なお、退職一時金については費用進行基準を、また、「特別教育研究経費」「特殊要因経費」に充当
される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い業務達成基準或いは費用進行基準
を採用しております。
２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は
以下のとおりであります。
建物 ２～50年
構築物 ２～60年
工具器具備品 ２～20年
車両運搬具 ２～６年
船舶 ２～10年
受託研究等収入で購入した資産は、研究期間を耐用年数としております。
なお、国から承継した固定資産については承継時の残存耐用年数で減価償却しております。
また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第83）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準
賞与引当金のうち、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされないものについては教職員
への賞与の支払いに備えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属す
る額を計上しております。
なお、賞与のうち、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞与に
係わる引当金は計上しておりません。
また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の
引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。
４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
（運営費交付金により財源措置されない職員）
職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付予定額の当期増加額を引当計上
しております。
（その他の職員）
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第35に
基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。
５．徴収不能引当金の計上基準
債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能額を計上しております。
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